市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 29 年 6 月 ) 
平成 29 年 7 月 24 日 現在 


EE CE 
ie 攻 実 現 と 夜勤 交替 制 労働 の 改善 を 求め る 意見 
II 
は 用 上 童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 
me 

me raat 交付 金 廃止 後 の 農 業 ・ ms 
陸前 高田 市 | 組織 的 犯罪 処 劉 法 改正 案 の 強行 成 立 に 抗議 する 意見 書 | Heee2o | 9 
上 * gleawwozwaeemsmms CT 
半生 9 まま 0 
| | 人 抽 県 道 失 石 東 人 由 平 線 の 道中 備 を 求め る 意見 和 
RIN 分 の 1 復元 に 係る 意見 
「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 を 創設 し な いこ と を 求め る 意見 書 
日 本 政府 は 国連 の 入 胡 上 条 約 交渉 に 参加 する こと を 求め る 意見 | sens | re | 
2 テロ 生 補 全 和 を 新 又 する 相 地 5 罰 法 改正 案 の 慎重 な 審議 を 求 
16 紅 代 利和 隊 員 数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 | Heeez | e 
| 17 陸中 定 交 の 攻 革 及び 半 務 和 人 国 庫 人 揚 度 久 充 に 係る 意見 | Heeeo | 9 
| 18| 隆 米 還 了 方 会議 員 の 厚 生年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 
ーーーーーーーーーーーーーー 
回 

回 

回 

回 


婦 兵 器 禁止 条約 の 渉 用 へ の 参加 と 条約 実 へ の 努力 を > 
2 野 町 る 条 男 軍 5 加 と 条約 実現 へ の 勢力 を 来 | oo eo | 2 


21 
rm 胃 実 現 と 夜勤 交替 制 労働 の 改善 を 求め る 意見 24 
敷 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 意見 25 


23| 一 
ーー つい て 慎重 な 審議 を 求め る 意見 書 26 








市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 27 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 と 夜勤 交替 制 労 働 の 改善 を 求め る 意見 書 





世界 一 を 誇る 日 本 の 医療 は , 今日 まで 医師 ・ 看 護 師 を 初め と する 多く の 医療 従事 者 
臣 努力 で 支え られ て きま し た 。 し か し , 現在 の 医療 ・ 介 護 現 場 で は , 長 時 間 過 密 労 
働 に 加え , 医療 技術 の 進歩 や 医療 安全 へ の 期待 の 高まり , 介護 を 必要 と する 高齢 者 の 増加 
な ど で , 医療 ・ 介 護 従 事 者 の 労働 環境 は 悪化 し , 離職 者 も 後 を 絶た ず , 深刻 な 人 手 不 足 に 
な っ て いま す 。 
東日本 大 震 災 で は , 「 医 療 崩 壊 」, 「 介 護 其 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り , その 中 で 医 
師 , 看護 師 , 介護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 























































































































































































































































































































































































































































































































よっ て , 国 (県 ) に お いて は , 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実 現 の た め の 看 護 師 等 の 大 幅 増 
員 ・ 夜 勤 交 夫 制 労働 の 改善 を 図る た め , 次 の 事項 に つい て 対策 を 講じ し られ る よう 求め ます 。 
記 

1 医師 ・ 看 護 師 ・ 医 療 技術 職 ・ 介 護 職 な どの 夜勤 交 次 制 労 働 者 の 労働 環境 を 改善 する こ 
a 

① 1 日 8 時 間 を 基本 に , 労働 時 間 の 上 限 規 制 や 勤務 間 の イン ター バル 確保 , 夜勤 回 数 
の 制限 な ど , 労働 環境 改善 の た め の 規 制 を 設け る こと 。 

② 夜勤 交替 制 労働 者 の 労働 時 間 を 短縮 する こと 。 

③ 介護 施設 な ど に お ける 1 人 夜勤 を 早期 に 解消 する こと 。 
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2 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する た め , 医師 ・ 看 護 師 ・ 医 療 技術 職 ・ 介 護 職 を 増 
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3 患者 ・ 利 用 者 の 自己 負担 を 減ら すこ と 。 




































































以上 , 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 23 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 内 閣 
府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 担当 ) 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (地方 創 生 担当 
大 臣 )、 内 閣 官房 長官 

【 件 名 】 地 方 財政 の 充実 ・ 強 化 を 求め る 意見 書 














地方 自治 体 は 、 子 育て 支援 や 社会 保障 、 環 境 対 策 、 地 域 交通 の 維持 、 防 災 ・ 
ど 果 た す 役 割 が 拡大 し 、 地 方 版 総合 戦略 に 基づく 施策 の 推進 等 、 新 た な 政策 課題 
NN 
を 確立 させ る 必要 が あり ます 。 
国 で は 、 基 礎 的 財政 収支 の 黒字 化 が 議論 され て いま す が 、 財 政 再 建 目標 の 達成 に 集中 す 
る あま り 、 必 要 不 可 欠 な 行政 サー ビス が 削減 され る よう で は 、 国 民生 活 と 地域 経済 に 疲弊 
を も た ら す こと は 明らか で す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 平成 30 年 度 の 政府 予算 の 検討 に あたり 、 地 方 
財政 の 充実 ・ 強 化 に 向け て 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
1 子育て 支援 、 環 境 対策 、 地 域 交通 対策 、 人 日 減少 対策 な ど 、 増 大 する 地方 自治 体 の 財 
政 需 要 を 的 確 に 把握 し 、 こ れ に 見 合う 地方 一 般 財 源 総額 の 確保 を 図る こと 。 
2 多様 化し 拡大 を 続け る 社会 保障 の 需要 に 対応 する た め 、 社 会 保障 予算 の 確保 と 地方 財 
政 措置 を 的 確 に 行う こと 。 
3 住民 の 命 と 財産 を 守る 防災 ・ 減 災 対 策 は これ まで 以上 に 重要 で あり 、 防 災 拠 点 と な る 
公共 施設 の 耐震 化 や 老朽 化 対策 に 取り 組む 地方 自治 体 の 負担 軽減 措置 を 拡充 する こと 。 
4 平成 27 年 度 の 国勢 調査 を 踏ま えた 人 口 急 減 ・ 急 増 自治 体 の 行 財政 運営 に 支障 が 生じ る 
こと が な いよ う 、 地 方 交付 税 の あり 方 を 引き 続き 検討 する こと 。 
5 税制 改正 を 行う 際 に は 、 自治 体 財政 に 与え る 影響 を 十分 検証 し 、 代替 財源 の 確保 な ど 、 
財政 運営 に 支障 が 生じ る こと な いよ う 考 慮 する こと 。 
6 地方 財政 計画 に 計上 され て いる 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 事業 費 」「 歳 出 特別 枠 」「 重 
点 課題 対応 分 」 に つい て は 、 自 治 体 の 財政 運営 に 不可 欠 な 財源 と な っ て いる こと か ら 、 
現行 水準 を 確保 むす る こと 。 ま た 、 こ れ ら の 財源 措置 に つい て 、 了 臨時 ・ 一 時 的 な 財源 か ら 
恒 入 的 財源 へ と 転換 を 図り 、 社 会 保障 、 環 境 対策 、 地 域 交 通 対策 な どの 経常 的 に 必要 な 
経費 と し て 振り 替え る こと 。 























































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 23 日 


【 提 
【 件 


子ども た ちの 








出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
名 】30 人 以下 学級 の 実現 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 拡充 及び 教育 


総務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 


予算 の 拡充 を 求め る 意見 書 





豊か な 








学び を 実現 する た め に は 、 教 職員 が 教材 研究 や 授業 準備 を 行う 時 間 














を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 さらに 、 不 登校 や いじ め の 深 刻 化 、 障がい の ある 子 
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は 教 H 
要 で 
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1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 これ に より 、 教育 予算 は 地方 








も や 特別 な 支援 を 必要 と する 子ども の 増加 な ど 、 
現場 で は より 細やか な 対応 が 求め られ て いま す 。 そう し た 中 、 これ まで の 多く の 調査 
て 、 小 中 学 校 で 勤務 する 教職 員 の 長 時 間 勤 務 の 実態 が 明らか に な り ま し た 。 
職員 を 肉体 的 精 
あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せま せん 。 ま た 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 
応 を 行う た め に は 、OECD 諸 国 並 み に 1 クラ ス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり 


























す 。 





義務 教育 費 






































庫 負 担 














課題 は 複雑 化 ・ 困 難 化 し て お り 、 学 校 
こよ 
長 時 間 勤 務 
的 に 疲 敵 させ 、 健康 阻害 を も た らし て いま す 。 長 時 間 労 働 赴 正 が 必 








































































































の 負担 割合 が 2 分 の 





制度 に つい て は 、 国 の 三位一体 改革 に より 、 国 












































自治 体 の 財政 を 圧迫 




















し て いま す 。 自治 体 の 財政 状況 に 左右 され る こと な く 、 すべ て の 子ども た ち が 一 定 水準 の 
教育 を 受け る た め に は 、 国 の 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する 必要 が あり ます 





関係 機関 に お いて は 、 
め ま す 。 
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豊か な 子ども の 学び を 保障 する た め に は 、 条 件 整備 が 不可 欠 で す 。 よ っ て 、 国 及び 牙 府 
































平成 30 年 度 政府 予算 編成 に お いて 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求 





記 




















少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 環境 


を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 を 














目指 すこ と 。 












































教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と と 




















も に 国 負 























以上 、 地 方 E 
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治 法 第 
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担 割 合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
学校 施設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 
の た め 、 地 方 交 
4 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 





学校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教 育 予算 の 充実 
を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 
計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 





















































99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 23 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 復 興 大 臣 
【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 












































「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 は 、 東 日 本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理由 
に より 就学 等 が 困難 と な っ た 子ども を 対象 に 、 当初 は 、 平成 26 年 度 ま で の 間 に 必 要 な 就学 














支援 を 行う こと が で きる よう 創設 され 、 平 成 27 年 度 か ら は 、 基金 方 式 で は な い 「 被 災 児 音 
生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 と し て 支援 が 継続 され て きま し た 。 

交付 金 に よる 支援 を 受け て いる 子ども は 全国 に 及び 、 学 校 現場 か ら も 事業 の 継続 を 強く 
望む 声 が 届い て いま す 。 子 ども た ちの 就学 ・ 修 学 の た め に は 、 長 期 的 な 支援 が な く て は な 
り ま せん 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 平成 30 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 被災 
児童 生徒 就学 文 援 等 事業 交付 金 」 を 継続 する よう 、 強 く 要 望 し ます 。 





















































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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積極 

年 3 月 に 開催 され た 核 兵 

は 、 国 民 や 被爆 者 に 対 し て 背 
よっ て 、 国 に お いて は 、 

組み を 推進 する た め 、 6 月 15 
けた 第 2 回 交渉 会 議 に 参 
















































































以上 、 地 方 E 




















兵器 廃絶 へ の 取り 組み に 積極 的 
的 に その 役割 を 果たし て いく こと が 求め られ て いる 中 、 
器 禁 止 条約 の 国 
態度 と 言わ ざる を 得 な い 。 
還 民 が 被爆 し た 昌 


核兵器 に 


治 法 第 99 条 の 規 
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『 を 向け る 
より 
日 か ら 国 連 本 部 で 
















































































に 貢献 し て きた と ころ で あり 、 政 府 は 各 芋 
こ 反 対し 、 さ ら に 本 
に 参加 し な か っ た こと 


この 決議 
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(第 1 
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開催 され て いる 


加 し 、 条 約 の 実現 に othe 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 21 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 
長官 
【 件 名 】 核 兵器 禁止 条約 の 交渉 会 議 へ の 参加 と 条約 実現 へ の 努力 を 求め る 意見 書 
昨年 12 月 23 日 、 国 連 総会 に お いて 核兵器 禁止 条約 の 制定 交渉 を 本 年 3 月 か ら 開 始 す る 
決議 が 賛成 多数 で 採択 され た 。 
核兵器 を 条約 で 禁止 し 、 廃 絶する こと に つい て は 、 長 年 に わた っ て 国際 社会 が 強く 求め て 
きた と ころ で ある が 、 我 が 国 は 多く の 核兵器 保有 国 に 同調 し 、 こ の 決議 に 対し 反対 慰 を 投 
じ た 。 
我が国 は 、 核 兵器 の 非 人 道 性 、 残 虐 性 を 自ら 体験 し た 唯一 の 被爆 国 と し て 、 と り わ け 核 





政府 と 協力 し て 














銘 の 取り 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 




















学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子供 た ちの 豊か な 学び を 実現 する た め 
に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 
その た め に は 教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課 題 と な っ て いる 。 公益 財 団 法人 連合 
総合 生活 開発 研究 所 の 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 に 関す る 報告 書 で は 、7 て 8 割 の 教員 が 
一 月 の 時 間 外 労働 が 80 時 間 と な っ て いる こと 、 一 割 が すでに 精神 疾患 に 稚 串 し て いる 可 
能 性 が 極め て 高い こと な ど が 明らか に され て いる 。 明 日 の 日 本 を 担う 子供 た ち を 育む 学校 
現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 
その た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せな い 。 

義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 平 成 18 年 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 
2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 厳し い 財 政 状 況 の 
中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ ん れ て いる が 、 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと か 
ら 、 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 子 供 た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 
一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で ある 。 

ゆたか な 子ども の 学び を 保証 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある こと か ら 、 下 記事 項 が 
実現 され る よう 強く 要望 する 。 
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記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 1 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

















































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 16 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども 達 の 豊か な 学び を 実現 する た め 
に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 そ の た め に は 教 
職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 と な っ て いる 。( 公 財 ) 連合 総合 生活 開発 研究 所 の 教 
職員 働き 方 ・ 労 働 時 間 に 関す る 報告 書 で は 、7 ~8 割 の 教員 が 一 月 の 時 間 外 労働 が 80 時 間 
(過労 死 ラ イン ) と な っ て いる こと 、1 割 が すでに 精神 疾患 に 槍 加 し て いる 可能 性 が 極め 
て 高い こと な ど が 明らか に され た 。 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 
教職 員 が 人 間 ら し い 働 き 方 だ で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職 
員 定 数 改善 も 欠か せな い 。 
義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、2006 年 度 か ら 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財 政 状 
況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ ん れ て いる が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる 。 
国 の 施策 と し て 定数 改善 に ゆけ た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 
一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で ある 。 
ゆたか な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 が 不可 欠 で ある 。 こ うし た 観点 か ら 、 
2018 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 、 強 く 求 め る も の で ある 。 
記 

1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 




































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 
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【 提 


【 件 名 】 経 営 


出 先 】 衆 衆 議院 議長 、 参 参議 院 
対策 に お ける 米 の 直接 支払 交付 金 廃止 後 の 農業 ・ 農 村 の 保全 


所 得 安 定 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 


対策 の 拡充 を 求め る 意見 書 


政府 に お いて は 、 多く の 農業 者 の 希望 に 反 し 、 米 の 直接 支払 交付 金 が 


止 さ れ ま す 。 
この 交付 金 は 、 
額 を 補填 する も の で 
業 の 再 
他方 、 政 府 に 
規模 化 、 効 率 化 を 
大 き な 収入 を 占め て 

































































主要 農作物 の 生 








あり 、 制 度 創 』 











お り ま す 。 





当 市 に お いて も 、 
お り ま す 。 

この 巨額 な 交付 金 
が 成り 立た な い 事 態 














平成 28 有 








が 全て 廃止 と な れ ば 、 市 内 の 農業 を 支え て いる 





E 度 の 実 


が 危 眉 され ます 。 




















また 、 農地 ・ 農 業 / 


的 別 の 予算 調整 に 





























そう し た 観点 か ら 、 米 の 直接 文 払 交 付 金 
の 財源 に より 農業 ・ 農 村 の 維持 や 保全 に 結び つく よう な 多 


を 求め ます 。 











に 制約 が あり 、 








施設 の 維持 管理 を 担う 多面 的 機 
現場 の ニー ズ に 合 
金 の 廃止 と 相まって 、 農 業 ・ 農 村 の 機能 の 低下 が ! 


E を 行っ た 販売 農業 者 に 対し 、 
設 の 当初 ( 
生産 を 促し 、 地 域 経 済 を 支え て きま 
お いて は 、 農 地 中 間 管 理事 業 を 新た 【 
図っ て お り 、 集 積 を 担う 農業 4 





だ 





績 で 、 そ の 交付 金 








懸念 


ER 




















以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規定 に 





ー 








より 、 意 


能 交 付 


廃止 後に お いて は 





F 成 30 年 度 より 廃 























生産 費 





1 と 販売 価格 の 差 


























金 制度 が 創設 
わな い 制 度 と な っ て お り 、 同 上 の 交付 
され ます 。 
、 現 場 の 


よ 、10 アー ル 当 た り 15,000 円 が 交付 され 、 農 





こ 制 度 化し 、 農 地 を 集積 し 、 農 業 の 大 
E 産 法人 等 の 経営 に お いて 、 


この 交付 金 が 





は 、3 億 7, 000 万 円 余 が 交付 され て 














農業 生産 法人 等 の 経営 








され て いま す が 、 





ー ズ を 反映 し 、 そ 


























后 的 機 





E 交 付 金 等 の 施策 の 拡充 

















意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 
【 件 名 】 組 織 的 犯罪 処 神 法 改正 案 の 強 行 成立 に 抗議 する 意見 書 


平成 2 9 年 6 月 1 5 日 の 朝 、 安倍 政権 は 、 参院 法務 委員 会 で の 審議 を 一 方 的 に 打ち 切り 、 
採決 抜き に 「 中 間 報 告 」 と いう 異例 な 手段 を 使っ て 「 共 謀 罪 」 法 の 成立 を 強行 し まし た 。 
審議 する ほど 矛盾 と 破綻 が 明らか に な っ た の が 「 共 謀 罪 」 法 案 の 実態 で す 。 

この 「 共 謀 罪 」 は 、 犯 罪 を 実行 に 移し た 段階 か ら 処 罰する 、 こ れ ま で の 日 本 の 刑事 法 の 
0 
で 「 計 画 」 し 、 そ の うち 1 人 が 「 実 行 準備 行為 」 を し た と 捜査 機関 が みなせ ば 、 全 員 を 処 
六 で きる こと に な り 、 憲 法 に 保障 され た 思想 ・ 良 心 の 自由 を は じ め と する 基本 的 人 権 を 侵 
害する 違憲 立法 で す 。 

それ に も か か わら ず 、 政 府 は 「 テ ロ 対 策 」 と か 「 一 般 人 は 対象 外 」「 組 織 的 犯罪 集団 
定 」 な ど と 主張 し て きま し た 。 し か し 、 国 会 審議 で の 質疑 の 中 で 答弁 は 迷走 を 続け 、 
すれ ば する ほど 政府 の 説明 は 破綻 し て きま し た 。 そ の こと は 国会 審議 が 進 ゆ に つれ 世論 
査 に も み ら れ る よう に 、 国 民 の 間 に も 疑問 や 懸念 が 増加 し て きた こと か ら も 明らか で す 。 
今後 、 日 本 に お いて 警察 な ど 捜査 機関 に よる 不当 な 捜査 や 人 権 侵害 、 監 視 社会 に な っ て い 
く こ と が 大 き な 不 安 に も な っ て いま す 。 

参院 法務 EN SO ve 
無視 し た こと は 、 議 会 制 民主 主義 を 真っ 向 か ら 柚 定 する 虹 挙 で す 。 ま た 、「 共 謀 罪 」 法 へ の 
NN に 何ら 答え る こと な く 、 さ ら に 、「 加 計 」「 森 友 」 問題 な ど 政 権 そ の も の 
の 疑惑 の 解明 に は 背 を 向け な が ら 、「 数 の 力 」 に よる 強行 を 繰り 返す 党 利 党 略 の や り 方 に は 
の op ませ ん 。 

今回 の 「 共 斉 罪 」 法 成立 の 強行 に 対し て 陸前 高田 市 議会 の 名 に お いて 、 強 く 抗議 する も 
の で す 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 21 日 
出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 
(経済 財政 政策 担当 ) 、 

内 閣 官房 長官 、 
名 】 地 方 財政 の 充実 ・ 強 化 を 求め る 意見 書 


【 提 


【 件 


地方 自 














介 





まな どの 社 


治 体 は 、 子 育 

















財務 大 臣 、 


て 支援 策 の 充実 と 保 
会 保障 へ の 対応 、 地 域 交 通 の 維持 な ど 、 
少 対策 を 含む 地方 版 総合 
防災 ・ 減 災 事 業 の 実施 な ど 、 新 た な 政策 課題 に 

一 方 、 地方 公務 員 を は じ め と し た 公 的 サー 


総務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 
内 閣府 特命 


担当 大 臣 (地方 創 生 規制 改革 担当 ) 、、 


























生 略 の 実行 や ママ イナ ン バ ー 制 度 へ の 対応 、 大 規模 災害 を 想 
直 日 し て いま す 。 


月 人 材 の 確保 、 高 齢 化 が 進行 する 中 で の 





医 
果たす 役割 が 拡大 する 中 で 、 人 





療 ・ 
口 減 
定 し た 





















































ビス を 担う 人 材 が 限ら れる 中 で 、 新た な ニー 


ズ へ の 対応 と 細やか な 公 的 サー ビス の 提供 が 困難 と な っ て お り 、 人 材 確保 を 進め る と と も 





に 、 こ れ に 見 


こう し た 状況 に 
財政 を ター ゲッ ト と し た 歳出 肖 
ナー 方 式 」 の 導入 は 
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2 
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も か か わら ず 、 
| 減 に む 

















凍 度 を 利 ) 














1 し た 国 














と いう 目標 が 掲げ られ て いま す が 、 地域 に よる 人 


に 対す る 住民 ニー ズ 、 各 自 
る も の で あり 、 数 

本 来 、 必要 な 公共 サー ビス を 提供 
で す 。 し か し 、 財政 ] 





NK 





な サー ビス が 削 














は 明らか で す 。 


この た め 、2018 年 度 の 政府 予算 と 地方 財政 の 検討 に あたっ て は 、 国 
る 財政 と する の で は な く 、 
予算 の 充実 と 地方 財政 の 確 





現 を 求め ます 。 


1 社会 保障 、 




















炎 害 対策 、 
治 体 の 財政 需要 を 的 確 に 把 } 
2 子ども ・ 子 育 





治 体 に 
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HX E( に 
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よる 
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徐 者 自立 支援 、 介 
ズ へ の 対応 と 人 材 を 確 

















行う ご ど 。 























て 支援 新制 度 、 
保険 制度 や 国 
果す る た め の 社 会 保障 予算 の 確 





歳入 ・ 歳 出 を 的 確 ( 


環境 対策 、 
屋 し 、 
地域 医 

















お ける 検討 経 





う 地方 財政 の 確立 を めざす 必要 が あり ます 。 
社会 保障 費 の 圧縮 や 
むけ た 議論 が 加速 し て い 
、 民 間 委 託 を 前 提 と し た 地方 交付 税 算定 を 容認 
財政 全体 の 安易 な 縮小 に つなが る こと が 人 危 恨 され る も の と な っ て いま す 。 
ブ 改 革 」 と あわ せ 、 地 方 交付 税 1 
地方 交付 税制 度 の 根幹 を 揺 


「 公 的 サー ビス の 産業 化 」 な ど 地 方 
ます 。 と くに 、「 ト ッ ャ プラ ン 
\ す る も の で あり 、 地 方 














「 イ ン セ ン テ ィ 


の 政策 誘導 で あり 、 客 観 ・ 中 立 で ある 
呈 る が し か ね な いも の で す 。 ま た 、 
業務 の アウ ト ソ ー シ ン グ な どの 民間 委託 を 2020 年 度 (平成 32 年 度 ) まで に 倍 


「 骨 太 方 針 2015」 


多き 
ッ ピ い 





以降 、 
させ る 
公共 サー ビス 



































口 規模 ・ 事 業 規模 の 差異 、 





過 や 民間 産業 の 有 






































開 度合 い の 違 い を 無視 す 











する た め 、 財源 
標 を 達成 する た め だ け に 歳出 肖 
減 さ れれ ば 、 本 末 転 倒 で あり 、 国 





民間 委託 の 推進 に は 賛同 で きま せん 。 


























民生 活 と 地域 経済 に 

















軸 を 担保 する の が 地方 財政 計画 の 役 填 
減 が 行わ れ 、 結果 と し て 不可 欠 


疲弊 を も た ら す こと 


一 



































ーー 






































記 




















これ に 見 合 

















地方 交通 対策 、 人 日 
う 地方 
療 の 確保 、 
民 健康 保険 制度 の 見 直し な ど 、 











民生 活 を 犠牲 に す 








に 見 積もり 、 人 的 サー ビス と し て の 社会 保障 
立 を めざす こと が 必要 で す 。 この た め 、 政府 に 








に 以下 の 事項 の 実 


減少 対策 な ど 、 増 大 する 地方 自 
般 財 源 総額 の 確保 を は か る こと 。 
地域 包括 ケア シス テム の 構築 、 生活 困 
急増 する 社会 保障 ニー 
囚 お よび 地方 財政 措置 を 的 確 に 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 











3 地方 交付 税 に 
規模 の 差異 、 各 自治 体 に 
を 算定 する も の で あり 、 廃 止 ・ 
4 災害 時 に お いて も 住民 の 命 と 財産 を 
り 、 自治 体 庁 舎 を は じ め と し た 公共 施設 
充 と 十分 な 期間 の 確保 を 行う こと 。 ま た 、 
急増 
き 続 き 検 討 す る こ 
5 地域 間 の 財 消 







































































pe 



































お ける 検討 経過 や 民間 産業 の 必 
縮小 を 含め た 検討 を 行う こと 。 
守る 防災 ・ 
投 の 耐震 化 や 緊 
2015 


偏在 性 の 是正 の た め 、 偏在 性 の 小さ 


お ける 「 ト ッ プ ラン ナー 方 式 」 の 導入 は 、 地 】 











減災 くく て 


域 に よっ て 人 























年 度 の 国 9 





時 




















れ ま で 以上 ! 





規模 ・ 
ほ 開 度合 い の 違 い を 無 








こ 重 要 で あ 























地方 税 へ の 税源 移譲 を 行う な ど 、 抜 本 的 な 解決 策 の 協議 を 進め る こと 。 











同時 ( 
証し た 上 で 、 
は か る こと 。 

6 地方 財政 計画 ( 














代 准 財 拓 








こ 計 上 され て いる 「 歳 出 特 





ずる ご と 。 また 

転換 を は か る た め 、 社 

り 替 える こと 。 

7 地方 交付 税 の 財源 保障 機能 ・ 財 政 

終了 を 踏ま えた 新た な 財政 需要 の 把握 、 

対策 を 講じ る こと 。 
同時 に 、 














会 保障 、 環 境 対策 、 

















ul 

































































こ 、 各種 税制 の 廃止 、 減税 を 検討 する 際 に は 


別枠 」「 


整 機能 
小 規模 自 








し 、 対象 国税 4 税 (所 f 











母 税 ・ 法 人 税 ・ 酒 税 ・ 











の 確保 を は じ め 、 財政 運営 に 支障 が 4 

















の 強 
治 体 ( 














う で ご と 。 














以上 、 地 方 E 

















消費 税 ) ! 

















治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 











し を は か り 、 
こ 配 慮 し た 段階 補 1 

















E ち ・ ひ と ・ し ご と 創 4 
に つい て は 、 自治 体 の 財政 運営 に 不可 欠 な 財源 と な っ て いる こと か 
これ ら の 財源 措置 に つい て 、 臨 時 ・ 一 時 的 な 財源 
地域 交通 対策 な ど 、 
































凶 方 交付 税 原資 の 確保 に つい て は 、 臨時 財政 対策 債 に 
に 対す る 法 





過度 





まえ た 人 口 
治 体 の 行 財 政 運 営 に 支障 が 生じ る こと が な いよ う 、 地 方 交付 税 算 定 の あり 方 を 引 


い 所 得 税 ・ 消 費 税 を 対象! 


、 自 治 体 財政 に EN 


急減 ・ 








こ 国 税 か ら 














に 時 


E 事業 費 」 等 





ら 、 現行 水準 を 確保 
か ら 恒 久 的 財源 
経常 的 に 必要 な 経費 に 振 

















へ と 














市 町 村 合 併 の 算定 特例 の 








E の 強化 な どの 





に 依存 し な いも の 
定率 の 引き 上 げ を 行 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 21 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 憲 法 審査 会 
【 件 名 】 憲法 9 条 の 改定 に 反対 し 、 憲 法 を 生か し た 政治 の 実現 を 求め る 意見 書 
安倍 首相 が 突然 、 憲 法 施行 70 周年 の 記念 日 で ある 5 月 3 日 に 憲法 9 条 の 改定 で 「 自 衛 
隊 」 を 条文 に 明記 し 、2020 年 の 施行 を めざす と 9 条 改 憲 を 表明 し ま し た 。 
型 会 の 憲法 審査 会 で 審議 が 行わ れ て いる に も か か わら ず 、 い き な り オリ ン ピ ッ ク と 結び 
つけ て 2020 年 と 期限 を 区 切っ た 提案 に 衆院 憲法 審査 会 の 自民 党 幹 事 か ら も 苦言 が 呈 さ 
れ 、 元 自民 党 総裁 ・ 元 衆院 議長 も 「9 条 は さわ る べき で は な い 」 と 講演 で 非難 し て いる よ 
う に 、 内 閣 総 理大 臣 が 与党 内 で の 協議 も 合意 も な いま ま に 憲 法 9 条 改 定 に つい て 期限 を 切 
っ て 踏み 込む こと は 異常 で 極め て 重大 な や り 方 で す 。 
憲法 99 条 は 国務 大 臣 、 国 会 議員 その 他 の 公務 員 は この 憲法 を 尊重 し 擁護 する 義務 を 負 
うと な っ て お り 、 首 相 が 期限 を 区 切っ て 改憲 を 述べ る こと は 憲法 擁護 義務 違反 で す 。 
首相 の 改憲 案 の 9 条 1 項 (戦争 放 乗 ) と 2 項 (戦力 不 保持 ) は その まま で 、 新 た に 3 項 
以降 に 自衛 隊 を 明記 ナ る こと は 9 人 条 を 死 文化 させ る も の で あり 、「 専 守 防衛 」 を 建前 と し 
て きた 自衛 隊 の 活動 は 大 きく 変容 し 、 自 衛 隊 は 何 の 制 約 も な く 海 外 で の 武力 行使 を 含む 活 
動 が で きる よう に な り 、9 条 を 180 度 転換 させ る も の で 、 絶 対 に 容認 で きま せん 。 
NHK 世 論調 査 で は 、 憲 法 9 条 の 改正 に つい て 「 必 要 な い 」 が 57% と 国民 の 多数 は 9 
条 改 憲 に 反対 で あり 、 世界 に 誇る 9 条 を 守り 、 憲法 を 生か す 政 治 の 実現 こそ が 求め られ て 
いま す 。 
よっ て 、 二戸 市 議会 は 国 に 対し て 、 憲法 9 条 の 改定 に 反対 し 、 憲法 を 生か す 政 治 の 実現 
を 強く 要望 し ます 。 











Hy 










































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 





[i 
【 提 
【 件 名 】 県 道 


昭和 40 年 、 建 設 に 


= = 王 


手 し た 県 道 


開 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 23 日 
出 先 】 岩 手 県 知事 、 八 幡 平 市 長 
塞 石 東 八幡 平 線 の 道路 整備 を 求め る 意見 書 




















路 ) は 、 平成 7 年 まで 工 
査 方 法 ( 
有明 さ れ 、 現 在 に 
その 後 、 こ の 未開 発 道 
まで の 登山 道 」 に 、 完 成 
る こと に 
っ た 。 こ の 道路 の 利用 実 
果 は 、 期待 で きる ほど の 
は 、 今後 の 計画 で 、 登 山 
か り で あれ ば 、 
この 間 、 松 尾 村 と 
道路 促進 協議 会 が 続け ら 
行方 を 見 守っ て きた 。 
そこ へ 、6 年 前 に 東 
も 含め て 、 被 災 地 東北 
干 の 持ち 直し が 見 られ る 
開 す る た め 
を ぜひ と も 完成 させ 、 











呈 田 








H ul 





衣 



































































































































に も 、 埋 手 県 、 








\ る 。 
路 を 活 






































成果 に な し 























] す る 方 策 が 検討 され 、 既存 の 
し て いる 車道 か ら 歩 道 を 新設 し て 接続 させ た 。 
より 、 道 は つなが っ た こと に な る が 、 


だ 態 は 、 登 山 客 の 利用 が 主 で 、 


蛍 石 東 人 幡 コ 
事 が 続け られ て きた が 、 
こよ り 樹 木 を 倒す な どの 行為 が あり 、 道路 建設 工事 
至っ て 





F 線 (旧称 : 夫 右 
トン ネル 工事 の 




















東 八 幡 平 奥地 産業 開発 首 
調査 時 に お いて 、 乱雑 な 





























国内 で も まれ な 歩 
で に 整備 





}_ 開 断念 が 、 


「 滝 の 上 温泉 か ら 松 川 温泉 





当時 の 知事 か ら 






































登山 道路 を 利用 す 
道 で つなが れ た 県 道 と な 
され た 道路 部 分 の 活用 効 





状況 で ある 。 こ の 道路 の 活用 検討 委員 会 に よる 提言 で 














れ 、 





が 、 


道 を 秋 線 まで 新設 する な ど と 8 
これ 以上 の 効果 は 見 込 
雪 石 町 、 そ し て 、 
現在 は 、 





合併 後 の 
名 称 を 雪 











。 現在 、 


依然 と し て 低迷 し て いる 状況 ( 
そし て 、 岩手 山 周辺 の 観光 振興 に 寄与 する 、 








八 で も が 素 晴 




















うに 、 車 道 に よる 全面 開 
































工事 を 再開 


























以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規 





通 を 目 
































指す べき で ある 。 
先 人 の 道路 開通 に よる 地域 の 飛躍 的 な 発 


定 【 


め な いも の と 


紅 われ て い 
推測 され る 。 

八幡 平 市 と で 、 
石 東 八 幡 


























日 本 大 震 災 が 起き 、 観 光 客 の 入 込 状況 は 
は 低迷 し て いる 


岩 災 復興 も 進み 、 
に ある 

















る が 、 利 用 者 が 登山 客 ば 








潮 石 東 人 幡 平 奥地 産業 開発 
平 線 道 路 1 





足 進 協議 会 に 変え 、 そ の 


、 沿 岸部 は も と より 、 内 陸 
観光 客 の 入 込 状 況 は 、 若 
。 この 閉塞 的 な 状況 を 打 


この 山岳 観光 道路 














ーー 














らし い 妊 手 山 、 八幡 平 の 景観 を 楽し め る よ 








こよ り 意 見 














展 の 思い を 、 何と し て で も 実現 
し 、 開 通さ せる こと を 強く 要望 する 。 








書 を 提出 

















すべ く 、 道路 の 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 

【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 に 係る 意見 書 


























学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 す 
る た め に は 、 教材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 その た め に 
は 教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 と な っ て いま す 。 

( 公 財 ) 連合 総合 生活 開発 研究 所 の 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 に 関 する 報告 書 で は 、7 
て 8 割 の 教員 が 一 月 の 時 間 外 労働 が 80 時 間 (過労 死 ラ イン ) と な っ て いる こと 、1 割 が 
すでに 精神 疾患 に 権 中 し て いる 可能 性 が 極め て 高い こと な ど が 明らか に され ま し た 。 明日 
の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働き 方 が で きる た 
め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 いく つか の 自治 体 に お いて は 、 厳し い 財 
政 状況 の 中 、 独自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て いま す が 、 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て 
いま す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に な けた 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で 
いて も 、 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 

よっ て 、 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 が 不可 欠 で ある こと か ら 、2 
O 1 8 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 強く 要望 し ます 。 

記 

1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 

2 分 の 1 に 復元 する こと 。 





































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 21 日 














































































































































































































【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 
【 件 名 】「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 を 創設 し な いこ と を 求め る 意見 書 
政府 は 、 テ ロ 対 策 を 口実 に 共謀 罪 い わ ゆ る 「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 法 案 を 国会 に 提出 
し た が 、 こ の 法案 は 、 国 民 の 思想 や 良心 の 自由 の 制限 に つなが る 重大 な 問題 を 含ん で いる 。 
この 法案 は 、 憲法 で 保障 され て いる 思想 ・ 信 条 内 心 の 自由 を 侵す こと は も と より 、 2 犯罪 
の 被害 が 生じ た 場合 に は その 行為 を 懲 凡 する と いう 近代 刑法 の 原則 に 反する 。 また 、 特 定 
の 犯罪 が 実行 され る 危険 性 の ある 合意 が 成立 し て いる か どう か を 捜査 する た め 、 市 民 の 会 
話 や メー ル な ど を 警察 が 違法 に 盗聴 する こと で 、 監視 する 社会 を 生み 出す と と も に 、 自白 
の 強制 、 司 法 取 引 に よる 嘘 の 通告 な ど に よる 先 罪 が 増大 する お それ が ある 。 








ロ 等 組 

















癌 る 


a 
労働 運動 が 
員 会 





実 」 で ある と 人 答弁 し た よう 【 
処罰 する と いう の は 、 


に お いて 、 






































過去 3 回 廃案 に 























こ な っ た 共謀 罪 そ の も の と 何 


織 外 罪 準備 罪 の 対象 と され る 組織 的 犯罪 集団 の 定義 も 曖昧 で 、 幅 広い 市 民 運 動 








監視 ・ 弾 圧 の 対象 と な る 危険 性 が 払拭 され て いな い 。 3 月 8 日 の 参議 院 予算 
金田 勝 年 法務 大 臣 が 、「 準 備 行為 を 伴う 形 で の 合意 を 処罰 する こと は 事 
、 実 際 に 準備 行為 を 行わ な く て も 、「 合 意 」、 す な わ ち 内 心 を 





ら か わら な い 。 


この 間 、 政 府 が 主張 し て きた ! 一 般 人 は 対象 に な ら な い 」、「 準 備 行為 を 入れ て 想定 し た 」、 





ーー 








諾 罪 を 創設 





プ で 











| 





受 し な いと 国連 組織 犯 筐 防止 条約 を 批准 で き な い 」、 
東京 オリ ン ピ ッ ク ・ 


パラ リン ピッ ク 


じ て 嘘 や ご ま か し で あっ た こと が 既に 





さら 


















































軽視 、 議会 制 








に 、 人 金田 勝 年 

















する こと は 到底 納得 で き な い 。 


まっ で て で 、「 テ 




















以上 、 地 方 E 














法務 大 臣 は 、 あ ろう こと か 、 
型 会 で の 審議 を 封鎖 ・ 妨 害する 内 容 の 文書 を マス コ 
民主 主義 の 否定 の 
安倍 首相 の 責任 


ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 を 創設 


が 開催 で き な い 」 な どの 
こ 明 ら か と な っ て いる 。 




















治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


mm 





「 テ ロ 対 策 が で き な い 」、 
文句 は 、 国会 審議 を 通 











「 議 案 が で た 後に 審議 すべ き 」 な ど と 、 
ミ に 流し た 。 こ れ は 、 審 議 統制 、 
姿勢 の 表れ で ある 。 こ の よう な 人 物 を 法務 
は 重大 で ある 。 即刻 辞 人 





玉 全 
詩 会 


大 臣 に 任命 し た 





= 























EE させ る べき で ある 。 こ の よう な 状況 で 法案 を 審議 


婦 し な いこ と を 強く 求め る 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ヶ崎 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 13 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 














議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 日 本 政府 は 国連 の 核兵器 禁止 条約 交渉 に 参加 する こと を 求め る 意見 書 


本 町 は 平成 8 年 1 1 月 1 1 日 に 下記 の よう な 宣言 を し た 。 

















「 我 が 国 は 、 世 界 唯 一 の 核 被 爆 国 と 














と 訴え つつ 、 世 界 平和 の 実現 に 向け て 








の 願い を こめ 、 外 国 と の 姉妹 友好 都市 
て いる と ころ で ある 。 し か し な が ら 、 
器 の 保有 も 依然 と し て 続け られ 、 更 ( 

















し て 再び 広 




















島 、 長 崎 の 惨 袖 を 繰り 返し て は な ら な い 











国策 を 展開 
締結 を は じ 























し て お り 、 人 金ケ崎 町 に お いて も 平和 友好 
め と する 国際 親善 活動 を 積極 的 に 推進 し 





























地球 上 に は 今 な お 戦火 の 絶え な い 地 域 が あり 、 核 兵 
こ 核 実験 中 目 








の 国際 条約 も 万 全 と は 言え ず 、 国 家 問 の 

















相互 信頼 と 人 類 の 生存 に 大 き な 瘍 威 と 危機 を も た らし て いる 。 相 互 依存 関係 の 深まっ た 現 

















在 の 国際 社会 に お いて は 、 地 方 公共 団 




















本 、 企 業 や 





交流 は 、 政 府 が 展開 する 外交 政策 と 補完 関係 に あ 





し て いく 基礎 を 形成 する も の と 信ずる 。 
安全 な 環境 の も と に 、 人 間 と し て の 基 




















の 国際 交流 を 通じ て 、 核 兵器 の 廃絶 と 
際 交 流 の 町 』 で ある こと を 宣言 する 」。 
この 宣言 か ら も 明らか な よう に 












































こう し た 中 で 、 回 際 連 合 で 開始 され た 「 核 兵 









































諸 団 体 、 更 に は 個々 人 が 行う 諸 外 国 と の 





り 、 完 極 的 に 我が国 の 平和 と 繁栄 を 維持 











金ケ崎 町 は 、 日 本 国 憲 法 に 基づき 、 人 類 が 静穏 で 
本 的 権利 と 豊か な 生活 を 追求 で きる よう 、 諸 外国 と 














参加 を 決め た こと は 極め て 遺 憶 で ある 。 

















昨年 1 2 月 24 日 の 交渉 開始 に 関す る 国連 総会 で 


対 は 日 本 を 含め て 3 5 カ国 、 棄 権 1 3 
































カ国 で あっ 





れる と いわ れ て いる 。 

















F 
(TL 
Et 











兵器 廃絶 運動 で ある 。 



































以上 の 理由 か ら 、 日 本 政府 が 国連 
努力 する こと を 強く 求め る 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 

















核兵器 禁止 条約 が 締結 ・ 発 効 す れ ば 、 
に な り 、 北 朝鮮 に 核兵器 開発 を 断念 させ る こと に つなが る と 考え る 。 





総会 で 圧倒 的 多数 の 国々 が 人 賛成 し た 原動力 は 





の 核兵器 禁止 条 

















真 の 平和 実現 を 推進 する も の と し 、 こ こ に 『 平 和 国 


生物 ・ 化 学 兵器 






































表 兵 器 廃 絶 は 本 町 の 「 町 是 」 と 言 える も の で あ る 。 
器 禁 上 条約 交渉 」 に 日 本 政府 が 反対 し 、 不 




















結果 は 、 准 成 1 1 3 カ国 、 反 
た 。 国連 総会 で は 今秋 に も 条約 が 採択 さ 



































日 本 の 被爆 者 に よる 長年 の 地道 な 核 



































の よう に 核兵器 は 国際 法 上 「 違 法 」 











約 交渉 に すみ や か に 参加 し 締結 の た め 





より 意見 書 


を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 | 意見 書 の 内 容 
金ヶ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 13 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】「 テ ロ 等 準備 罪 」 を 新設 する 組織 犯罪 処罰 法 改 正 案 の 慎重 な 審議 を 


求め る 意見 書 提 出 に つい て 


政府 は 、 3 年 後 の 東 京 オ リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 を 成功 させ る 為 と し て 、 


「 テ ロ 等 準備 罪 」 を 新設 する 組織 犯罪 処罰 法 改 正 案 を 、 今 年 3 月 2 1 日 に 開 議 決定 し 、 国 





会 に 提出 し た 。 








政府 は 、「 国 














締結 する た め ( 




































































際 的 な 組織 犯罪 の 防止 に 関す る 国際 連合 条約 (国際 組織 犯罪 防止 条約 ) 」 を 
こ 不 可 欠 な 国内 法 の 整備 で ある と し て いる 。 

政府 は 、 締 結 の た め に は 「 テ ロ 等 準備 罪 」 の 新設 が 必要 と し て いる が 、 条 約 の 一 部 を 留 
保 し て 締結 する こと が 可能 と する 見 解 や 、 個 別 の 法律 ご と に 必要 性 を 検討 し 、 一 部 に 予備 
俳 を 設け る こと で 条約 の 要請 を 満た すこ と が で きる と の 見 解 も ある 。 
また 、 政 府 は 「 テ ロ 等 準備 罪 」 に つい て 、 処 罰 の 対象 を 「 テ ロリ ズム 集団 その 他 の 組織 
















































































的 犯罪 集団 」 と し た こと で 、 一 般 の N PO 法人 や や 企業 、 労 働 組合 が 処 六 の 対象 に な ら な い 
こと が 明確 に な っ た と し て いる 。 し か し 、 こ れ ら 団体 が 「 準 備 行為 」 を し た と いう こと で 、 
容易 AN Ge i 




















































































































関 で あり 、 





意 的 な 捜査 が 行わ れる こと も 懸念 され 、 国 民 の 権利 や 自由 が 大 きく 制限 され 











る こと a りか ね な い 。 
「 監 視 社会 化 を 招き 、 市 民 の 人 権 や 自由 を 広く 侵害 する お それ が 強い 本 法案 の 制定 に 強 
日 本 弁護 士 連 合 会 ) 、「 現 行 法 で 、 十 分 な テロ 対策 が 可能 で ある に も か か わら 





























く 反 対す る 」( 




















ン 






























































ず 、 共 謀 罪 ( テ 





と 強い 懸念 を 示 
こう し た 店 








ロ 等 準備 罪 ) を 新設 し な けれ ば 東京 オリ ン ピ ッ ク を 開催 で き な い と いう の は 、 
オリ ン ピ ッ ク を 人 質 に と っ た 誠 弁 で あり 、 オ リン ピッ ク の 政治 的 利用 で ある 」 (日 本 ペン ク 
ラブ ) な ど 、 野 党 、 多 く の 学 者 、 文 化 人 、 ジ ャ ー ナ リス ト か ら 、 過 去 に 3 度 廃案 に な っ た 
「 内 心 を 処罰 する 共謀 罪 法案 」 と 何ら 変わ りな いと いう 強い 批判 が ある 。 ま た 、 国 連 の プ 
ライ バシ ー 権 に 関す る 特別 報告 者 が 、 プ ライ バシ ー 権 や 表現 の 自由 へ の 過度 の 制限 に な る 




















































































































し 、 日 本 政府 に 「 質 問 状 」 を 送付 し た 。 
審議 不 十 分 な 状態 で 衆議院 を 5 月 2 3 日 に 通過 させ た こと は 極め て 遺 翌 で 


























ある 。 





以上 か ら 、 




















弄 会 及び 政府 に 対 し 、「 テ ロ 等 準備 罪 」 を 新設 する 組織 犯罪 処 抽 法 改正 案 は 





参議 院 で は 今 国 会 で の 成立 に こだわ る こと な く 、 国 民 の 不安 や 疑問 を 完全 に # 払拭 する よう 2 





徹底 的 に 審議 し 、 

















以上 、 地 方 自 
































「 強 行 採決 」 し な いこ と を 強く 求め る 。 











治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








17 








市 町 村 議 会 名 | 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 

















学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 その た め に は 、 
教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 重要 課題 と な っ て いま す 。 

公益 財団 法人 連合 総合 生活 開発 研究 所 の 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 に 関す る 報告 書 に よ 
る と 、7 < て 8 割 の 教員 が 一 月 の 時 間 外 労働 が 80 時 間 (過労 死 ラ イン 相当 ) と な っ て いる こ 
と 、 ま た 1 割 が すでに 精神 疾患 に 容 思 し て いる 可能 性 が 極め て 高い こと が 明らか に され ま 
し た 。 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あ 
り 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せな いも の で あり ます 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 
3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 い くつ か の 自治 体 で は 厳し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定 
数 措置 が 行わ れ て お り 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ 、 子 ども の 学ぶ 意欲 ・ 
主体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 国 の 施策 と し て 財源 保障 を し 、 豊 
か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で あり ます 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お いて は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 体 
が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よ 
う 要請 いた し ます 。 




















































































































































































































































































































































































































語 
1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 





































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に よる 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議会 名 | 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 ども た ちら の ゆたか な 学び を 実現 す 
る た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で あり 、 そ の た め 
に は 、 教 職員 定数 の 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 と な っ て いま す 。 

公益 財団 法人 連合 総合 生活 開発 研究 所 発行 の 『 日 本 に お ける 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 
の 実態 に 関す る 研究 委員 会 報告 書 』 か ら は 、7 一 8 割 の 教員 が 1 か 月 の 時 間 外 労働 が 80 
時 間 (過労 死 ラ イン 相当 ) と な っ て いる こと は 明らか で す 。 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち 
を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必 
要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 の 改善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 三 位 一 体 改 革 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 
分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 
受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で あり 、 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 
は 国 が 果たさ な けれ ば な ら な い 大 き な 責 任 の 一 つ で す 。 

よっ て 、201 8 年 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 強 く 要 望 し ま 
す 。 






















































































































































































































































































































































































【 











記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 国 負 担 割 
合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議会 名 | 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 
大 臣 

【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 


























地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 
り が 求め られ る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重く 
な っ て いま す 。 
また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 
て いま す 。 

し か し な が ら 、 一 昨年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 
減少 し 、 無 投票 当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 
き な 問 題 と な っ て いま す 。 

こう し た 中 、 地 方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に 相応 し いも の に する こと が 、 議 員 を 志す 
新た な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え ます 。 

よっ て 、 国 民 の 幅広 い 政治 参加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
の 厚生 年 金 制度 加入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 

























































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 | 意見 書 の 内 容 








九戸 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 29 年 6 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た め 
に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 そ の た め に は 教職 
員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課題 と な っ て いま す 。( 公 財 ) 連合 総合 生活 開発 研究 所 の 教 
厳 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 に 関す る 報告 書 に よる と 、7 て 8 割 の 教員 が 一 月 の 時 間 外 労働 が 
0 時 間 (過労 死 ラ イン 相当 ) と な っ て いる こと 、1 割 が すでに 精神 疾患 に 容 加 し て いる 可 
能 性 が 極め て 高い こと な ど が 明らか に され まし た 。 明日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学 
校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 
その た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 「 三位一体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 
3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財 政 状 況 の 中 、 独 
自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て いま す が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 国 の 施 
策 と し て 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る 
こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 豊 か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る 
よう 強く 要請 し ます 。 
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記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 



































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








洋 野 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 13 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 

【 件 名 】 教職 員 定 数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 
平成 30 年 度 政府 予算 拡充 を 求め る 意見 書 


子ども の 学ぶ 意欲 や 主体 的 な 取り 組み を 育む 学校 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の 条件 整 
備 は 不可 欠 で ある 事 か ら 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 拡充 に 
つい て 、 特 段 の 配慮 を され た い 。 
理由 

学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 そ の た め に 
は 教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 と な っ て いる 。 公 益 財団 法人 連合 総合 生活 開発 
研究 所 の 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 に 関す る 報告 書 に よる と 、7 て 8 割 の 教員 が 一 月 の 時 
間 外 労働 が 80 時 間 と な っ て いる こと 、 1 割 が すでに 精神 疾患 に 権 思 し て いる 可能 性 が 極め 
て 高い こと な ど が 明らか に され た と ころ で ある 。 明日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 
現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 
その た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せな いも の で ある 。 

義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 平成 18 年 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 
分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 いく つか の 自治 体 に お いて は 、 厳し い 財 政 状況 の 中 、 
独自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て いる が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる 状況 で ある 。 
到 の 施策 と し て 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 
受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で ある 。 ゆたか な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 
は 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る 
よう 要請 する 。 
1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 

を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





洋 野 町 


【 議 決 年 月 日 】 
【 提 出 先 】 


【 件 名 】 


平成 29 年 6 月 13 日 
衆議院 議長 、 参 


= 開 了 補 
多 = 技 完 議 
長官 


核兵器 禁止 
書 


議長 、 


条約 の 国連 交渉 会 議 


内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 


会 議 へ の 参加 と 条約 実現 へ の 努力 を 求め る 意見 











本 年 6 月 か ら 始 まる 核兵器 禁止 条約 の 国連 交渉 会 』 
求め る 。 


理由 
EN 
向 


















































渉 会 議 の 第 1 会期 が 115 ヶ 





国 以 上 の 参加 で 開か れ 、 





本 年 秋 の 国連 総会 に 邊 








































































































































































































条約 を 実現 させ る た め 、 本 年 6 月 か ら 始ま る 第 2 会 

期 に お いて 核兵器 禁止 条約 の 条文 を 決め る こと と し た と ころ で ある 。 

し か し 、 日 本 政府 は アメ リカ な ど 核 保有 国 が 参加 し て いな いこ と を 理由 に し て 国連 交渉 
会 議 の 第 1 会 期 に 不参加 で あっ た 。 

世界 で 唯一 の 被爆 国 で あり な が ら 、 核 保有 国 に 追 了 中 し て 国連 交渉 会 議 に 参加 し な いこ と 
は 、「 核 兵器 の な い 世 界 」 を 求め る 国民 ・ 被 爆 者 の 願い に も 、 世 界 世論 に も 反する も の で あ 
る 。 

国 に お いて は 、 唯 一 の 被爆 国 と し て 、 核 兵器 禁止 条約 の 国連 交渉 会 議 の 第 2 会 期 に 参加 





















































し 、 条 約 実現 に 努力 する よう 要 請 する 。 














以上 、 地 方 E 


























治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議会 名 | 意見 書 の 内 容 








| 
本 
に 


【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 14 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 と 夜勤 交替 制 労働 の 改善 を 求め る 意 






















































































長寿 世界 一 を 誇る 日 本 の 医療 は 、 今 日 まで 医師 ・ 看 護 師 を は じ め と する 多く の 医療 従事 
懸命 な 努力 で 支え られ て きま し た 。 し か し 、 現 在 の 医療 ・ 介 護 現場 で は 長 時 間 過 密 労 
働 に 加え 、 医 療 技術 の 進歩 や 医療 安全 へ の 期待 の 高まり 、 介 護 を 必要 と する 高齢 者 の 増 カ 
な ど で 、 医 療 ・ 介 護 従事 者 の 労働 環境 は 悪化 し 離職 者 も 後 を 絶た ず 、 深 刻 な 人 手 不足 に な 
っ て いま す 。 
東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩壊 」「 介 護 月 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 
師 、 看 護 師 、 生ま お の PU に PD 
看護 師 な ど 夜 勤 交替 制 労働 者 の 労働 条件 を 抜本 的 に 改善 し 、 人 手 を 大 幅 に 増やし て 、 安 
全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと が 必要 で す 。 
以上 の 趣 言 か ら 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 と 夜勤 交 奉 制 労 働 の 改善 を 図る た め の 対 
人 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 を 要望 し ます 。 

記 
1 医師 ・ 看 護 師 ・ 医 療 技術 職 ・ 介 護 職 な どの 夜勤 交 奉 制 労働 者 の 労働 環境 を 改善 する こ 
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(1) 1 日 8 時 間 を 基本 に 、 労 働 時 間 の 上 限 規 制 や 勤務 間 の イン ター バル 確保 、 夜 勤 回 数 
の 制限 な ど 労 働 環境 改 善 の た め の 規 制 を 設け る こと 。 


































































































(2) 夜勤 交替 制 労働 者 の 労働 時 間 を 短縮 する こと 。 
(3) 介護 施設 な ど に お ける 1 人 夜勤 を 早期 に 解消 する こと 。 
2 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する た め 、 医 師 ・ 看 護 師 ・ 医 療 技術 職 ・ 介 護 職 を 増員 





















































する こと 。 ま た 、 医 師 等 の 地域 偏在 を 解消 する こと 。 
3 愚者 ・ 利 用 者 の 自己 負担 を 減ら すこ と 。 























































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 
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【 提 出 先 】 


【 件 名 】 


0 


お ける 課 


衆議院 議 


長 、 < 参議 院 議長 ヽ 


大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 


教職 員 定 数 の 











に は 、 教 材 6 
neh inion mia sea 














題 が 複雑 化 ・ 








究 所 の 「 日 本 に 





1 割 が す で 





に 精神 疾患 








お ける 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 の 実態 に 
と 、7 ~8 割 の 教員 が 一 月 の 時 間 外 労働 が 80 時 間 (過労 死 ラ イン 相当 ) と な っ て いる こと 、 


















































権 愚 





し て いる 可 自 
た 。 明日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 ( 














内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 


改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 意見 書 


困難 化す る 中 で 子ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 
究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 そ の た め に は 教 

















公益 財団 法人 連合 総合 生活 開発 研 
に 関す る 調査 研究 報告 書 」 に よる 


















































Eg 性 が 極め て 高い こと な ど が 明らか に され まし 
こ お い て 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 を 

















する た め に は 長 時 間 労 働 赴 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せま せん 。 
































義務 教育 費 





弄 庫 負担 制度 に つい て は 、 























3 分 の 1 に 引き 下げ られ 
自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て い 3 
策 と し て 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 
た 上 の 要請 で す 。 豊か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で 




















れる こと が 憲 洋 









































「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 から 
E し た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財 政 状 況 の 中 、 独 
E す が 、 













































































地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 国 の 施 




















一 定 水準 の 教育 を 受け ら 








国 ど こ に 住ん で いて も 、 

















す 。 





よっ て 国会 及び 政府 ( 














1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 
に 復元 する こと 。 





を 2 分 の 1 








E す 。 



































に お か れ て は 、 地 方 教育 
が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め ! 
う 強 く 要 望 し 3 




















以上 、 地 方 E 

















治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 





進 す る こ 














に 認識 され 、 地 方 自治 体 
下記 の 措置 を 講じ られ る よ 


行政 の 実情 を 十分 
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【 件 名 】「 テ ロ 等 準備 罪 」( 共 謀 罪 ) 創設 に つい て 慎重 な 審議 を 求め る 意見 書 


| 
本 
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政府 は 、2020 年 の 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク に 向け た テロ 対策 を 口実 に 、 国 民 
の 強い 反対 で 過去 3 度 も 廃案 に な っ た 「 共 謀 罪 」 と 同 趣旨 の 法案 を 開 議 決定 し 、 今 国会 に 
提出 し まし た 。 去 る 5 月 19 日 に は 衆議院 法務 委員 会 で 強行 採決 され 、30 日 か ら 参 議院 法 
務 委 員 会 で 審議 され て いま す 。 

政府 は 名 称 を 「 テ ロ 等 準備 罪 」 と 改め 、 適 用 対象 や 構成 要件 な ど を 変更 し 、 対 象 犯罪 数 
を 676 の 犯罪 か ら 、 組 織 的 犯罪 集団 が 関与 する こと が 現実 的 に 想定 され る 277 の 犯罪 に 限 
定 し まし た が 、 対 象 と な る 「 組 織 的 犯罪 集団 」 の 定義 は あい まい で 、 拡 大 解釈 が 可能 な う 
え 、 そ れ に あたる か どう か は 捜査 当局 の 判断 に 和 要 ね られ て いま す 。 乱 用 され れ ば 、 思 想 の 
抑圧 、 人 権 侵害 や 市 民 監視 の 強化 な ど 、 意 法 が 保障 する 基本 的 人 権 を 侵す こと に な りか ね 
な いと の 不安 が あり ます 。 

日 本 は 国連 の 13 本 の テロ 防止 関連 条約 を すべ て 締結 し て お り 、 そ れ に 対応 し て 整備 し た 
国内 法 や 現行 の 刑法 で 十分 に 対応 可能 で 、 国 際 的 な 要請 と し て 「 共 謀 罪 」 新 設 が 本 当 に 必 
要 か 疑問 で す 。 

「 共 謀 罪 」 は 謀議 に 加わ る だ け で 処罰 で きる 、 す な わ ち 個人 の 内 心 や 思想 その も の を 処 
罰 対 象 に し よう と する も の で 、 実 際 の 行為 や 結果 が 生じ なけ れ ば 罪 に は 問わ れ な い 現 刑法 
の 基本 原則 に 反し て お り 、 こ の こと も 国民 に 不安 を も た らし て いま す 。 

以上 の 趣旨 か ら 、 政 府 に 対し 、「 テ ロロ 等 準備 罪 」 ( 共 斉 罪 ) の 審議 に あたっ て は 、 こ れ ら 
の 国民 の 不安 を 払拭 する よう な 丁寧 な 説明 と 、 慎 重 な 審 議 を 強く 要望 し ます 。 











































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 











Qc 

















26 





